The Trend and Issues of The Career Education Policy in Japan by 川口, 洋誉 & 古里, 貴士
愛知工業大学研究報告 





The Trend and Issues of The Career Education Policy in Japan 
 
川口洋誉†，古里貴士†† 
Hirotaka KAWAGUCHI，Takashi FURUSATO 
 
Abstract This note is on the career education policy of Japan in the latter half of 2000’s. The essentials of this note 
follow as. (1)The report by the Central Education Council (2009) has the idea that career education adapts 
the youth to the change of economic conditions. (2)The Japan Education Bill made by the Democratic Party 
of Japan considers career education as a part of the right to learn on the text at least. (3)But, the latter would 
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「日本国教育基本法案」（2007 年 5 月 18 日、参議院提出。
以下、民主党教基法案。）並びに同解説書「教育のススメ」




 ２・１ 審議経過報告の概要 





2008 年 12 月、塩谷瞬文部科学大臣から中央教育審議会に
対して「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在
り方について」が諮問されると、2009 年 1 月、中央教育
審議会総会直属の部会としてキャリア教育・職業教育特別
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 民主党教基法案は 2006 年、小泉政権によって提出され



















































































会が発表した「民主党『憲法提言』」（2005 年 10 月）では、








































リア教育・職業教育に取り組む姿勢を強める必要があろう。                             
（古里） 
【注】 
1) 例えば、朝日新聞（2010 年 2 月 11 日電子版）では、
全国大学生活協同組合連合会の調査の結果として、下宿




版）― 』、明石書店、2009 年）、日本（2006 年）におけ
る高等教育への公財政支出は対 GDP 比 0.5％となって







令」（2004 年 3 月）に基づく国立大学（学部）の年間授
業料の標準額は 535,800 円と設定され、私立大学の初年










新会議ホームページ（ http://www.cao.go.jp/  
  sasshin/kaigi/honkaigi/d5/pdf/s1-2.pdf）を参照（2010














            (受理 平成 22 年 3 月 19 日) 
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